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民間介護事業所で働く労働者の立場から自治労が意見表明

第６回社会保険適用等に関する特別部会報告

「社会保障審議会短時間勤務労働者への社会保険適用等に関する特別部会」の第６回会合が、10月27 日に厚生労働省内で開催され、事業主団体、労働組合等へのヒアリングが行われた。連合からは、中島・総合男女平等局長、小島・連合総研主幹研究員、中島総合政策局長と杉山・サービス流通連合政策局長が参加した。

(１)関係団体ヒアリング

　母子家庭代表として全国母子寡婦福祉団体協議会が意見表明。

　全母子協は、被用者として就労する母子世帯の母のうち54.9％がパート労働者として就労しているが、その約半数が育児等の理由から短時間就労せざるを得ないとの調査結果を提示。その上で、その多くが社会保険適用から除外されている現状を訴え、母子世帯の生活安定のためにも適用拡大が必要であると主張した。また、格差がない制度とするためにも、業種や雇用形態による適用除外は原則行うべきではないとも主張した。

(２) 労働組合ヒアリング

　自治労社会福祉評議会の小山委員が、労働組合ヒアリングの第３弾として、民間介護事業所で働く労働者の立場から意見表明を行った。

　小山氏は、対人サービスを基本とする介護事業では労働者の質がサービスの質に直結するため、サービスの質を担保するためにも正規・非正規・短時間を問わずすべての労働者に社会保険を適用すべきと主張。また、慢性的な人材不足に悩む介護業界では、介護労働者が自身の出産に伴う休業を選択するとき、健保未適用により休業補償（出産手当金）を受けられず、結果として介護業界から離職する悪循環を生んでいるとも訴えた。

(３)事業主団体ヒアリング

タクシー、ビルメンテナンス（清掃・保守等）、在宅介護分野の３事業主団体が、事業主団体ヒアリングの第３弾として、意見表明を行った。各団体の意見のポイントは以下の通り。

＜全国常用自動車連合会＞ 

60歳以上の者が９割を占めるタクシー乗務員には年金受給者も多いが、年金受給をしつつ働く労働者は社会保険の適用を望んでいない。また、タクシー事業は赤字状態にあり、これ以上の負担増は経営危機を招く。

 ＜全国ビルメンテナンス協会＞ 

ビルメンテナンス業界では、常勤より非常勤労働者が多く、適用拡大を行った場合、業界全体で700億円程度の負担増となり経営上大きな問題となるので、適用拡大は行うべきではない。

＜日本在宅介護協会＞ 

在宅介護の担い手のほぼ全てが３号被保険者であり、そうした層は適用拡大を望んでいない。また、介護保険制度上、介護サービスの価格を事業者が自由に設定することはできないので、仮に適用拡大を実施する場合は事業主負担の対応として介護報酬の見直しが必要。

　前回ヒアリングと同様、事業主団体は適用拡大反対の理由として事業主負担の増加を挙げた。こうした主張に対し連合・小島委員は、「法人税の計算上、社会保険料の事業主負担は損金算入が可能であり、全額が企業負担となるわけではない。また、赤字企業も、繰越欠損金として最大７年間控除可能。」と指摘。

　また、多くの事業主団体が短時間労働者のほぼ全てが３号被保険者と主張した点に対し、ＪＳＤ・杉山委員は「被用者であっても国年に加入せざるを得ない者が存在するとの連合の調査結果もあるが、見解は」と指摘したが、事業主団体からは明確な回答はなかった。

　更に、連合・小島委員は、適用拡大により介護保険制度の支え手を増やすことが介護事業者にとっても重要であると適用拡大への理解を求め、在宅協からは「指摘の点はその通り」との答弁があった。

　次回部会は11月9日に開催予定。

以　上 

